様式第１号（第２条関係）

空家等管理活用支援法人指定（更新）申請書

年　　　月　　　日　
玉野市長　　　　様
（法人の住所）

　　　　　（法人の名称又は商号）

　　　　　（代表者氏名）
　
　　　　　（事務所又は営業所の所在地）


　空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）第２３条第１項の規定による空家等管理活用支援法人の指定（更新）を受けたいので、下記のとおり、誓約事項を誓約のうえ申請します。

記

１　誓約事項
（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）がその事業活動を支配するものでないこと。
　（２）役員のうちに次のいずれかに該当する者がないこと。
ア　未成年者
イ　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
ウ　拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者
エ　心身の故障により業務を適正に遂行することができない者
　　　　オ　暴力団員等

２　空家等管理活用支援法人として行おうとする業務
· 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその活用を図るために必要な援助
· 委託に基づく、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他の空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務
· 委託に基づく、空家等の所有者等の探索
· 空家等の管理又は活用に関する調査研究
· 空家等の管理又は活用に関する普及啓発
· その他、空家等の管理又は活用を図るために本市が必要と認める業務
[bookmark: _GoBack]（裏面に続く）

３　添付書類
· 定款
· 登記事項証明書
· 役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面
· 法人の組織及び沿革を記載した書面並びに事務分担を記載した書面
· 前事業年度の事業報告書、収支決算書及び貸借対照表
· 当該事業年度の事業計画書及び収支予算書
· これまでの空家等の管理又は活用等に関する活動実績を記載した書面
· 法第２４条各号に規定する業務に関する計画書
· 当該事業の実施体制
· 申請者の市税の滞納がないことを証する書類（発行後３ヶ月以内のもの）
· その他、業務に関し参考となる書類

※該当する□にレ印を記入してください。

様式第２号（第３条関係）

空家等管理活用支援法人指定（更新）書

玉野市指令都第　号　
　　年　　月　　日　

（法人の住所）

（法人の名称又は商号）
　　　様

玉野市長　　　　　　　　印　


　　　年　　月　　日付の申請については、審査の結果適正であるので、下記のとおり空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２３条第１項の規定による空家等管理活用支援法人として指定します。


記

１　法人の名称又は商号：

２　法人の住所：

３　事務所又は営業所の所在地：

４　業務内容：

５　指定の期間：

６　指定にあたっての要件その他の事項： 












様式第３号（第３条関係）

空家等管理活用支援法人不指定（更新）書

玉野市指令都第　号　
　　年　　月　　日　

（法人の住所）

（法人の名称又は商号）
　　　様

玉野市長　　　　　　　　印　


　　　年　　月　　日付の申請については、次の理由により指定（更新）しないことに決定しましたので通知します。


理由





様式第４号（第５条関係）

名称等変更届出書

年　　　月　　　日　

　玉野市長　　　　様

（空家等管理活用支援法人の名称又は商号）

　　　（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

　空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第２３条第３項の規定により届け出ます。
	変更予定年月日
	　　年　　月　　日

	変更する事項
	· 法人の名称又は商号
· 法人の住所
· 法人の事務所又は営業所の所在地

	変更の内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更の理由
	



※該当する□にレ印を記入してください。

様式第５号（第５条関係）

業務変更届出書

年　　　月　　　日　

　玉野市長　　　　様

（空家等管理活用支援法人の名称又は商号）

　　　　　　　　　（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　


　玉野市空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱第５条第２項の規定により届け出ます。

	変更予定年月日
	　　年　　月　　日

	変更の内容
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更の理由
	




様式第６号（第６条関係）

業務廃止届出書

年　　　月　　　日　

　玉野市長　　　　様
　
（空家等管理活用支援法人の名称又は商号）

　　　　　　　　　　　（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　空家等管理活用支援法人の業務を廃止したので、玉野市空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱第６条第１項の規定により届け出ます。

	廃止年月日
	　　年　　月　　日

	廃止の理由
	




様式第７号（第９条関係）

指定取消書

玉野市指令都第　号　
　　年　　月　　日　

（法人の名称又商号）

（代表者氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

玉野市長　　　　　　　　印　


玉野市空家等管理活用支援法人の指定等に関する事務取扱要綱第９条の規定により、空家等管理活用支援法人の指定を取消します。

	指定取消年月日
	　　年　　月　　日

	指定取消の理由
	






























空家等の所有者等関連情報提供請求書

年　　月　　日
玉野市長　　殿
（法人の住所）

　　　　　（法人の名称又は商号）

　　　　　（代表者氏名）
　


　空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）
第２６条第２項の規定に基づき、下記１の対象空家等の所有者等関連情報の提供を下記のと
おり求めます。

記

1． 対象空家等の所在
（土地）
（家屋）





2． 業務の種類及び内容
業務の種類　法第２４条第　　号に基づく業務
業務の内容






3． 空家等の所有者等関連情報の提供を求める理由








4． その他空家等の所有者等関連情報の提供について必要な事項
（1） 個人情報の安全管理のための措置の概要
1 基本方針の策定
個人データの適正な取扱いの確保について組織として取り組むために、「関係法令・ガ
イドライン等の遵守」、「安全管理措置に関する事項」、「質問及び苦情処理の窓口」について定めた基本方針を策定している。
2 個人データの取扱いに係る規律の整備
個人データの取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・
担当者及びその任務等について定める取扱規程を策定している。
3 組織的安全管理措置
個人データの取扱いに関する責任者の設置及び責任の明確化、個人データを取り扱う従
業者及びその取り扱う個人データの範囲の明確化など、組織体制の整備を行っている。ま
た、法令、①の基本方針又は②の取扱規程に違反している事実又は兆候を把握した場合や
個人データの漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合の責任者への報告連絡体制
を整備している。
4 人的安全管理措置
年１回、役職員に対し個人データの取扱いに関する研修を実施している。
5 物理的安全管理措置
盗難等防止のための措置として、個人データを取り扱う機器や個人データが記載された
書類を施錠できる書庫に保管している。個人データが記録された電子媒体又は書類等を持ち運ぶ場合、電子媒体にあってはパスワードによる保護を行った上で、施錠できる搬送容器を利用している。情報システムにおいて、個人データを削除する場合、容易に復元できない手段を採用している。個人データが記録された機器、電子媒体等を廃棄する場合、専用のデータ削除ソフトウェアを使用している。個人データが記載された書類等を廃棄する際には、シュレッダー処理を行っている。
6 技術的安全管理措置
個人データを取り扱う情報システムを使用する従業者が正当なアクセス権を有する者
であることをユーザーID及びパスワードによって識別・認証している。
個人データを取り扱う情報システムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェア
から保護するため、セキュリティ対策ソフトウェアを導入するとともに、自動更新機能を活用し、ソフトウェア等を最新状態とする。
情報システムの使用に伴う漏えい等を防止するため、情報システムの設計時に安全性を
確保し、継続的に見直す。また、移送する個人データについて、パスワード等による保護を行う。


　
（2） 誓約事項
　　　　次の３点について誓約します。
1 取得した空家等の所有者等関連情報を本業務の実施以外の目的で利用しないこと。
2 取得した空家等の所有者等関連情報について、所有者等本人の同意を得た場合を除き、
第三者に提供しないこと。
3 本業務を実施しないことになった場合には、取得した空家等の所有者等関連情報を適切
に廃棄すること。

